
医薬産業政策研究所

政政策策研研ニニュューースス
OOPPIIRR VViieewwss aanndd AAccttiioonnss

2004年7月

目 次
Points of View

意識調査から見た病気による患者行動の違い

医薬産業政策研究所 主任研究員 野林 晴彦

医薬産業政策研究所 主任研究員 藤原 尚也……１

治験参加患者を対象とした意識調査

医薬産業政策研究所 主任研究員 安積 織衛

医薬産業政策研究所 主任研究員 小野塚修二……４

Topics

医療用医薬品市場の将来予測 医薬産業政策研究所 主任研究員 櫛 貴仁……８

英国のバイオテクノロジー振興政策 医薬産業政策研究所 主任研究員 森下 芳和……１０

平成１５年度決算における３つの特徴 医薬産業政策研究所 主任研究員 山本 光昭……１２

研究紹介

公的医療保険制度が「医療アクセスの公平性」に及ぼす影響

－パネル分析とカクワニ指数を用いた分析－

学習院大学経済学部 教授 遠藤 久夫

医薬産業政策研究所 主任研究員 藤原 尚也……１５

政策研だより

主な活動状況（２００４年２月～２００４年６月）…………………………………………………………１８

レポート・論文紹介（２００４年２月～）………………………………………………………………１９

OPIRメンバー紹介、編集後記 ………………………………………………………………………２０

No．14



高�

高�
関与�

腎臓病�

痛風�

糖尿病�

慢性頭痛�
アレルギー�

肝臓病�

一般生活者�

患者会平均�知
識�

【第Ⅱ群】�

【第Ⅳ群】�【第Ⅲ群】�

【第Ⅰ群】�

ペースメーカー�

リウマチ�

前号およびリサーチペーパー No．１７１）にて、医

療消費者（患者と一般生活者）の病気や薬への関

与と知識、コミュニケーションについての調査結

果から、患者会の患者の方が一般生活者よりも医

療に積極的に関与２）し、知識を有していることを

述べた。本稿では、医療への関与や知識、医師と

のコミュニケーションといった患者行動に、病気

による相違があるのかを分析することとしたい。

病気によって異なる関与と知識の度合い

調査協力を得た８つの患者会３）（各５３～１４５名、

計７１８名）ごとに、関与と知識の平均値を算出し、

横軸に関与、縦軸に知識をとって図示した（図

１）４）。なお中線は患者会合計の平均値である。

まず、一般生活者に比べこれらの病気を持って

いる患者は、総じて関与および知識が高いことが

分かる。次に、病気ごとに見てみると、図１の第

�群に属するのは、慢性頭痛、アレルギー、腎臓
病、リウマチである。第�群は関与・知識ともに
患者会平均より高いスコアを示すグループであ

る。また、左上の第�群は、関与はそれほど高くな
いが、知識が患者会平均より高いグループである。

この第�群に属する病気はなかった。第�群には、
糖尿病、痛風、ペースメーカー５）が属している。

この第�群は関与も知識も、平均と比べるとそれ
ほど高くないグループである。最後に右下の第�
群で、肝臓病が含まれる。関与はより高いが、知

識は平均と比べるとそれほど高くないグループで

ある。以上により、患者の関与と知識の度合いは、

病気によって相違があることが明らかとなった。

関与と知識が異なる理由

このように病気による違いが生じるのはなぜで

あろうか。ここで、２０００年のヒューマンサイエン

ス振興財団の調査「治療満足度と薬の貢献度」６）と

対比をしてみることにしよう。この調査から上記

８つの病気に相当する病気のみを選んで図２に示

Points of View

医薬産業政策研究所 主任研究員 野林 晴彦
医薬産業政策研究所 主任研究員 藤原 尚也

意識調査から見た病気による患者行動の違い

図１ 病気ごとの関与と知識

１）医薬産業政策研究所「意識調査に基づく医療消費者のエンパワーメントのあり方」リサーチペーパー No．１７（２００４年５月）
２）関与は以下の５問に対する回答から判断した（「自分の健康は自分で管理したい」「ある程度費用は高くてもよい治療を受けた

い」「病気に関する情報を積極的に集めたい」「薬に関する情報を積極的に集めたい」「様々な薬を比較し検討したい」）。
３）全国腎臓病協議会、全国慢性頭痛友の会、痛風友の会、日本アレルギー友の会、日本肝臓病患者団体協議会、日本心臓
ペースメーカー友の会、日本糖尿病協会、日本リウマチ友の会

４）以下、図２を除きリサーチペーパー No．１７のデータを元に作成。
５）ペースメーカーの患者は不整脈をもっている。
６）財団法人 ヒューマンサイエンス振興財団「平成１２年度（２０００）国内基盤技術調査報告書」

１政策研ニュース No．１４ ２００４年７月
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した。それぞれ５０％を中線として、４つのボック

スに分けている。図１「病気ごとの関与と知識」

で第�群に属する病気（●印）がどこにあるかを
見てみると、治療の満足度、薬の貢献度ともに低

い左下のボックスにほとんどの病気が含まれてい

る。また、第�群に属する病気（■印）は、治療
の満足度、薬の貢献度ともに高い右上のボックス

に含まれていることが分かる。第�群に属する肝
臓病（▲印）は、治療の満足度、薬の貢献度とも

低い左下のボックスに含まれている。

このように、２つのグラフ（図１、図２）の間

には以下に述べる関係が読みとれる７）。すなわ

ち、治療の満足度・薬の貢献度が相対的に低い病

気は、新しい治療へのニーズが高く、患者はより

積極的に医療に関わり、情報収集などを行い、知

識を取得していると推察される。一方、図２で治

療の満足度・薬の貢献度が高い病気では、患者に

とって治療の満足度が高い８）ため、相対的に新し

い治療へのニーズが低く、関与・知識ともに前者

ほど高くないことが考えられる。

また、医療への関与・知識の違いは、治療の満

足度や薬の貢献度以外に、病気の特性にも影響さ

れることが各患者会へのインタビューでうかがえ

た。例えば、肝臓病では、関与は高いにもかかわ

らず知識は平均と比べるとそれほど高くないが、

これは患者の平均年齢が高いことや病気自体の難

しさが影響していると思われる。また、痛風では、

確立された治療方法があり、かつ限られた薬が長

期間処方されることが、関与がそれほど高くない

理由として推測される。腎臓病では、知識が高い

理由のひとつとして、週２～３回の透析実施時に

行われる患者同士の情報交換が考えられる。さら

に、多くの患者会で、自覚症状の有無や病気の重

篤度の違いにより、患者行動が異なってくること

が指摘されている。

関与・知識の違いとコミュニケーション

それでは、病気による関与と知識の違いが、医

師とのコミュニケーションにどのような影響を与

えているのであろうか。ここで、「医師に薬につい

て質問するか」「医師に薬に関する依頼をするか」

図２ 治療の満足度と薬の貢献度

図３ 医師に薬について質問するか

図４ 医師に薬に関する依頼をするか

７）ヒューマンサイエンス振興財団の調査「治療の満足度と薬の貢献度」（１９９９年実施）は医師を対象としているのに対し今
回のリサーチペーパーでの調査（２００３年実施）は患者を対象としている。調査対象と実施時期が異なっていることに留
意する必要がある。

８）医師の「治療の満足度」は治療の完成度を表すと考えられるので、患者にとっても受けた「治療の満足度」につながる
と捉えている。

２ 政策研ニュース No．１４ ２００４年７月
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を見てみると、図３、４のようになる。

まず、関与・知識が平均より高い慢性頭痛、ア

レルギー、腎臓病、リウマチは、薬に関して質問

や依頼を行うなど、医師と積極的にコミュニケー

ションをとっていることが分かる。治療の満足度

が低いこれらの病気の患者は、医師に質問し、よ

り詳細な情報を収集するとともに、自ら収集した

情報をもとに、薬の変更や新しい薬の処方などを

医師に依頼していることが推察できる。

一方、関与・知識とも相対的にあまり高くない

糖尿病、痛風、ペースメーカー、関与は高いが知

識はそれほど高くない肝臓病では、薬についての

質問や薬の依頼も他の４つの病気に比べると少な

い。薬について質問をしない理由について見てみ

ると、図５に示した通り、肝臓病、糖尿病、痛風、

ペースメーカーは「薬は全て医師に任せているか

ら」「医師が薬について十分に説明してくれるか

ら」という理由が多い。

病気による患者行動の違いを考慮した対応を

リサーチペーパー No．１７において、「患者中心の

医療」の実現には医療消費者のエンパワーメント

が必要であり、そのための３つの促進策を述べた。

１．医療消費者の自立

２．医療消費者のヘルスリテラシー（医療を理解

する能力）の向上

３．医療消費者と医療従事者との情報共有と相互

信頼をベースにした信頼関係の構築

今回の分析結果から、患者の医療への関与や

知識、医師とのコミュニケーションが、病気の種

類によって異なることが明らかとなった。した

がって、上記の医療消費者のエンパワーメント

促進においても、病気による患者行動の違いを

考慮した対応が求められると言えよう。医療従

事者は、病気によって患者の関与や知識が異な

ることを認識した上で、コミュニケーションを良

好に行うよう心がける必要がある。また、製薬産

業を含めた各関係者は、患者のヘルスリテラシー

（医療を理解する能力）の向上に向け、患者の多

様性を考慮し、それぞれのニーズに応じた情報

を、適した方法で提供することが重要である。

関与・知識が患者会平均より高い病気（第Ⅰ群） 関与・知識が患者会平均より低い病気（第Ⅲ群）
関与は高いが知識は平均より低い病気（第Ⅳ群）

図５ 医師に薬についての質問をしない理由
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治験の迅速化と質の向上を図り、国際的に魅力

ある治験環境を実現するために２００３年４月に策定

された全国治験活性化３カ年計画には、治験のネ

ットワーク化の推進、医療機関の治験実施体制の

充実等の施策が数多く盛り込まれている１）。

しかしながら、国内の治験が活性化するために

は、患者の視点からの治験の問題点や課題を把握

し、改善していくことが必要といえる。治験には

患者の理解と協力が不可欠であり、治験をより良

いものにするためには、実際に参加した患者の意

見を反映させる努力が欠かせないからである。

そこで、患者の視点から治験の現状を把握すべ

く実施した「治験参加患者を対象とした意識調査」

では、２８３名から回答が得られ、その結果は以下の

ように、今後の治験環境の改善のために、示唆に

富んだ内容となっている。

効果への期待と納得できる説明が参加の理由

患者はどのような理由から治験への参加を決め

ているのであろうか。

参加を決断した理由について尋ねたところ、

９０．１％の患者が「自分の病気が良くなることへの

期待」をあげていた。また「治験コーディネーター

からの説明に納得できた（５２．７％）」、「医師からの

説明に納得できた（４９．８％）」も高い割合になって

いた。

治験参加の決断にあたって、「自分の病気が良く

なることへの期待」が最大の理由であるのは当然

のことといえるが、同時に治験の内容について充

分に説明を受け、その説明に納得できることも重

要な要素であることが分かる。

全体的に治験に対して良い印象を持っている

実際に治験に参加してみて、患者は治験に対し

てどのような印象を持つのであろうか。

参加しての印象を尋ねたところ、「良かった」が

８０．２％、「どちらともいえない」が１８．０％、「良く

なかった」もしくは「後悔している」が１．８％とな

っており（図１）、大半の患者が良い印象を持って

いる。また、治験参加前後での治験に対するイメー

ジの変化として「良くなった」が６８．９％にのぼり、

「悪くなった」は１．４％にとどまっていた。このこ

とから、治験を経験することで、治験に対するイ

メージが改善する様子がうかがえる。

さらに、将来もう一度治験に参加する機会が来

た場合に参加するかについては、「参加する」もし

くは「治験の内容によっては参加する」が合わせ

て９４．３％に達し、「参加するつもりはない」は３．９％

にとどまっていた（図２）。再度の治験参加につい

ても総じて肯定的であり、治験に対して良い印象

を持っているという前述の結果と符合している。

医療への貢献に治験の意義を感じている

治験の良い点を回答してもらったところ、「新し

い治療法が生まれること（７６．７％）」、「新薬の開発

に貢献できること（７４．２％）」、「医療の進歩に貢献

できること（６４．０％）」が高い割合であげられてい

た（図３）。治験の意義について、「インフォーム

ドコンセント（納得した医療）が確実にできるこ

と（４１．３％）」、「いつもより手厚い医療が受けられ

ること（３１．１％）」といった理由よりも、患者は医

療への貢献といった観点から捉えていることがう

かがえ興味深い。

Points of View

医薬産業政策研究所 主任研究員 安積 織衛
主任研究員 小野塚修二

治験参加患者を対象とした意識調査

４ 政策研ニュース No．１４ ２００４年７月



良かった�
80.2％�

どちらともいえない�
18.0％�

後悔している�
0.4％�

良くなかった�
1.4％�

（n＝283)

回答なし�
1.8％�

参加するつもりはない�
3.9％�

参加する�
43.1％�

治験の内容によって�
は参加する�
51.2％�

（n＝283)

図１ 治験に参加しての印象

図２ 再度の治験参加の可能性
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治験参加中には少なからず負担を感じている

治験に対して総じて前向きな印象を持っている

ことが明らかとなったが、問題点や改善すべき点

も残されている。

治験参加中に不安や不便を感じたことがあった

かを尋ねた設問では、「あった」という患者は２８３

名中１５７名（５５．５％）と過半数を占めた。この１５７

名に経験した不安や不便の内容について尋ねたと

ころ、「副作用のこと（５４．８％）」、「治験薬の効果

のこと（５２．９％）」といった治験薬に係わる項目が

最も多かった（図４）。治験薬は承認が得られてい

ない段階のものであることから不安を完全に払拭

しきれないものと推測されるが、医師や治験コー

ディネーターといった関係者の患者への対応の仕

方によって、このような不安を軽減することは可

能であると考えられる。

次いで「他の薬が使えないこと（２１．０％）」、「来

院、検査などのスケジュールが面倒なこと

（２０．４％）」、「守らなければならないことが多いこ

と（１９．１％）」など治験に参加することによって生

じる制約が挙げられており（図４）、治験参加中に

患者は少なからず負担を感じていることがうかが

える。治験に携わる関係者はこのことをよく認識

し、患者意識の個人差も踏まえたきめ細かな対応

に努めることが必要であろう。

治験は一般にもっと知られるべきと考えている

治験はどの程度知られているのであろうか。

治験に参加する以前から治験について知ってい

たかを尋ねた結果、「知っていた」患者は２８３名中

１５０名（５３．０％）であった。医療機関を受診してい

るということから、一般の人々よりも治験につい

て知る機会は多いと考えられるが、認知度は約半

分にとどまっていた。

また、一般の人々にどの程度知られていると思

うかを尋ねた設問では、「よく知られている」との

回答は０．４％にとどまり、「ほとんど知られていな

い」が６４．０％を占めていた。さらに、一般の人々

に治験はもっと知られるべきだと思うかについて

尋ねたところ、「知られるべきだと思う」とした回

答が８８．７％にのぼった。治験の一般的な認知度は

低いと認識しており、治験が一般の人々にもっと

知られるべきであると考えていることが示された。

治験に対する一般の認識・理解の促進を

治験が一般の人々にあまり知られていないこと

は、他の調査でも示されている。日本製薬工業協

会の広報委員会が２００２年７月に一般生活者を対象

として実施した意識調査では、「治験をある程度知

っている」、「治験という言葉は知っている」とし

た回答はそれぞれ１７．５％、２５．０％で、「ほとんど知

らない」との回答が５７．５％と過半数を占めてい

た２）。

治験に参加してもらうためには、まず治験のこ

とを知ってもらわなければならない。治験活性化

のための様々な施策が立てられているものの、未

だ治験が一般に浸透しているとは言い難い。治験

の更なる活性化を実現するために、関係機関、関

係団体、マスコミ等が連携した更なる取り組みが

待たれる。

実際に治験に参加した患者は総じて治験に対し

て良い印象を持っていた。また、治験の意義とし

て多くの患者が医療への貢献をあげていた。新薬

創出に欠かせないプロセスである治験は医療へ貢

献できる場でもあるという認識が広く浸透し、理

解されることが、治験の一層の活性化につながる

と期待される。

１）全国治験活性化３ヵ年計画：文部科学省・厚生労働

省、２００３年４月３０日

２）第３回くすりと製薬産業に関する生活者意識調査

調査結果報告書：日本製薬工業協会広報委員会、２００２

年１０月

本研究の詳細については、リサーチペーパー

No．１８「治験参加患者を対象とした意識調査」とし

て５月に公表している。
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図３ 治験の良い点

図４ 治験中の不安や不便
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医療用医薬品市場は今後どのような推移を辿る

のであろうか。高齢化、新薬の上市により市場の

拡大を予測する見方がある一方で、継続的な薬価

引下げにより、市場はあまり拡大しないという見

方もある。厚生労働省は、将来の医療費について

推計結果を発表しているが、医薬品市場（薬剤費）

については特に予測を発表していない。そこで今

回、いくつかの前提をもとに将来の医薬品市場の

推計を試みた。

推計方法

「平成１３年度社会医療診療行為別調査」の診療件

数および１件あたりの点数をベースに将来の診療

件数、点数を推計し、これらを乗じることで医療

費・薬剤費の将来値を求めた。なお、将来の人口

構成の変化を反映させるため、５歳刻みの年齢階

層毎に入院・入院外に分けて推計を行っている。

具体的な方法については以下の通りである。

１．診療件数

将来の診療件数の推計では、将来人口と人口あ

たりの件数（受診率）を考慮している。将来人口

については、「日本の推計人口 平成１４年１月」の

中位推計を使用した。受診率は、過去の平均変化

率が継続するものとしたが、この場合厚生労働省

が毎年発表しているMEDIASのデータから１９９４

年から２００１年の年平均変化率（入院－０．２％、入院

外＋１．４％）を算出し使用した（社会医療診療行為

別調査では、調査対象が途中で変化しているため

受診率の変化を捉えられない）。

２．１件あたり点数の変化

１件あたり点数の変化は、薬価改定による影響

と、新薬の上市等のその他の影響に分けられる。

薬価改定については今後も２年に１度行われるも

のとし、改定率は－５．０％（後発品－１０．０％）とし

た。薬価改定以外の影響については、新薬１剤あ

たりの上市による影響度を推定し、また伸長傾向

にある後発品の影響を加味したモデルを作成し

た。今後の新薬の上市数については現状維持の

ケース（基本シナリオ）と初回治験開始届数から

予測した将来の新薬上市数を使用したケース（外

挿シナリオ）の２通りで推計を行った。

薬剤費以外の医療費についても、過去の平均伸

長率を用いて計算し、医療費の将来推計値を算出

した。診療報酬改定率は＋２．０％（２年に１度実施）

としている。

３．国民医療費水準への換算

これらのデータより算出した結果は、社会医療

診療行為別調査の対象範囲での数値であるため、

患者自己負担分等を含めた国民医療費の水準に換

算する必要がある。そこで「平成１３年度社会医療

診療行為別調査」、「平成１３年度国民医療費」より

拡大係数を算出し、乗じることで国民医療費ベー

スの薬剤費に換算している。

推計結果

図１、２の通り、基本シナリオでは医薬品市場

は緩やかに拡大するが、外挿シナリオでは、市場

は今後ほとんど増加しないという結果となってい

る。また、前提とした薬価、診療報酬改定率のも

とでは、医療費の伸びが薬剤費の伸びを大きく上

回るため、薬剤費比率は低下し続けることとなる。

医薬産業政策研究所 主任研究員 櫛 貴仁

Topics

医療用医薬品市場の将来予測
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図１ 推計結果（基本シナリオ）

図２ 推計結果（外挿シナリオ）

参考資料 社会医療診療行為別調査 平成６年～１３年 厚生労働省大臣官房統計情報部編
日本の将来推計人口 平成１４年１月推計 国立社会保障・人口問題研究所編集
平成１３年度 国民医療費 厚生労働省大臣官房統計情報部編
受診率推移：厚生労働省 HP（http：／／www．mhlw．go．jp）
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１９８０年代初頭に始まる生命科学の飛躍的な進歩

を背景に、バイオテクノロジー産業は将来の経済

成長の担い手として期待されており、その育成は

先進国の多くで重要な政策的課題となっている。

日本では２００２年１２月にバイオテクノロジー戦略

大綱（BT戦略大綱）が策定され、研究開発の振興、

インフラの整備等が進行中である。一方、カナダ、

オーストラリア、英国１）などでも近年バイオテク

ノロジー振興政策を策定、推進している。BT戦略

大綱では３つの戦略の中で以下の８つが重点項目

として掲げられているが、これらは各国の振興政

策の中にほぼ共通して見られる。

・研究開発助成の重点化

・技術移転の促進

・バイオベンチャーの活性化

・臨床研究の実施体制の整備

・承認審査体制の整備

・知的財産制度の整備

・マネジメント人材の育成

・国民の理解の醸成

また、各国の政策にはその国の産業構造を映した特

徴が見られる。例えば、資源国であるオーストラリ

アは“遺伝子組み換え生物、生物資源アクセスに関

する課題”を重点項目として掲げている。製薬産

業を自国の戦略的産業と位置づけている英国は、

最新のバイオサイエンスを用いた革新的な医薬品

開発に対象を絞っている点が特徴的である。

以下、本稿では製薬産業に焦点を絞った英国の

バイオテクノロジー振興政策“Bioscience２０１５”に

ついて、その特徴を紹介する。

医薬産業政策研究所 主任研究員 森下芳和

中核目標 主要提言

患者のために、産業界と NHS（国民医療
制度）が相互に協力し利益を創出

臨床治験、研究の発展を目的とする NCTA（National Clinical Trial Agency）の設立

臨床研究を促進するための新たなインセンティブとキャリアパスの導入（NHSおよびアカデミア）

研究開発資金の増額

イノベーションを促進する適切な規制環
境の整備

革新的な医薬の開発、承認、使用の促進

医学研究のための動物実験に関する実施基準の確立

将来に備えた（proactive）バイオサイエンスに対する規制の整備

適切で十分な資金の調達

創業したばかりの企業の資金調達をサポート

研究アイデアを商業的に開発可能なプロジェクトへ育成する際のインフラ整備

英国バイオサイエンス企業が欧州で資金調達する際のアクセスを改善

英国バイオサイエンス産業内に強力なバ
イオプロセスセクターを形成

バイオプロセスに関する COE（Center of Excellence）のネットワークを設立

英国のバイオプロセスに対する投資を誘致

バイオプロセス業界の育成の助成

サイエンスとマネジメント双方にたけた
人材の育成と誘致

バイオサイエンスセクターに必要な複数の専攻の習得を援助する２つのプログラムの開始

複数分野の高等教育の推奨と援助

マネジメントにたけた人材を英国にひきつけるインセンティブを拡大

Bioscience Leadership Councilの設立 Bioscience２０１５の実行を評価、管理する機関を設立

Topics

英国のバイオテクノロジー振興政策

表１ 英国の“Bioscience２０１５”で最優先事項として掲げられた６つの中核目標と主要提言

出典：www．bioindustry．org／bigtreport／

１）Canadian Biotechnology Strategy（１９９８）、Australian Biotechnology Strategy（２０００）、英国：Bioscience２０１５（２００３）
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Bioscience２０１５の概要と２つの特徴的な政策

英国のバイオテクノロジー振興政策“Bioscience

２０１５”の内容を表１に示した。この政策は、産学官

の専門家７４名からなる Bioscience Innovation and

Growth Team（BIGT）で検討され、昨年１１月に公表

されている。BIGTは１１名の運営チームと、バイオ

プロセス、欧州市場、財政と投資、および英国国民

医療制度と産業のパートナーシップ、という４つ

のワーキンググループ（１１名～１３名）から構成され

ており、産業側メンバーも多い。提言では、最優先

事項として６つの中核目標を明示し、さらに目標

を実現するための主要提言とより具体的な施策を

系統的に示している。その内容は実施にあたって

必要な予算額、施設数等、実行計画も含んでいる。

６つの中核目標の中でも注目されるのは、イノ

ベーションを促進する適切な規制環境の整備とバ

イオプロセスセクターの形成の２つである。規制

環境の整備は多くの国で最優先事項に取りあげら

れているが、規制の内容やその運用に関して透明

性、効率化といった視点だけでなく、イノベーシ

ョンの促進という方向を強く打ち出している点に

英国の特徴がある。またバイオプロセスセクター

の形成について、最上位に位置づけて政策の推進

を図っている点も特徴的である。

１．イノベーションを促進する適切な規制環境の整備

近年、ヒト胚性幹細胞を用いたような先端的の

研究に対して、EU諸国等で規制が強化される方

向にある。英国は、国民の安全と福祉の向上のた

めに規制は必要だが、この分野のイノベーション

を評価し促進することを阻害してはならないとい

う基本的考えに立っている２）。そこで、幹細胞生

物学や遺伝子工学等の先端技術を医療に応用して

いく際の潜在的なリスクと将来的なベネフィット

について予見し、今後適切な規制が必要とされる

事項について事前対策を考案すること等を使命と

した Bioscience Risk Assessment Forum（BRAF）を

組織することを提言している。BRAFは、政府、産

業、アカデミア、患者団体の代表者と医療、生命

倫理等の専門家を含む組織である。

また、医療上の必要性が高い薬剤について承認

前（フェーズ�段階）に仮販売を許可する制度３）を

導入し、英国における革新的な薬剤の開発に対し

てインセンティブを与えることを提言している。

２．バイオプロセスセクターの形成

バイオプロセシングはたんぱく質、抗体、遺伝

子等の医薬品関連製品を、高純度、高品質（一定

の規格範囲内）で製品として製造していく技術で

ある。複雑な生体高分子の製品規格は製造プロセ

スと切り離して定義できないため、バイオプロセ

シング技術は、生物製剤の開発と商品化において

基幹となる最重要技術である。このような背景か

ら、バイオプロセス関連の高等教育と研究の振興、

ならびに投資誘致を提言している。

高等教育と研究の振興については、この分野の

研究開発に従事する人材が不足している現状を打

開するために、研究者および製造技術者を養成す

る研究機関の増設とともに、COE（Center of Ex-

cellence）の設立等を提言している。

バイオプロセス産業への投資誘致４）について

は、受託製造企業を英国内に誘致、新設すること

等を提言している。建設と維持に多額の投資が必

要な生物製剤製造施設を所有するだけの資金的余

裕のないベンチャー企業に対して、新薬開発のた

めのインフラ整備を進める狙いがある。

以上のように Bioscience２０１５は、医薬品に特化

して策定されていること、およびイノベーション

を促進する適切な規制環境を整備するとともに、

バイオプロセスに着目し人材の養成も含めた産業

育成を最優先の目標に掲げて進めているところが

特徴的である。

２）ブレア首相は２００３年６月の会見で、この分野の政策決定にあたってはリスクとベネフィットの両面から科学的根拠に基づいた
判断がなされるべきであること、および今後の研究成果が国民に様々な利益をもたらすことへの期待について言及している。

３）フランスでは Autorisations Temporaires d’Utilisation（ATU）制度が１９９４年から導入され、販売許可の決定の平均１２ヶ月前
から HIV治療薬が約６，０００人の治療に使用された。

４）背景として生物製剤の商業生産では製造だけを行っても大きな収入が期待できることがあげられる。生物製剤では売上
の２０－２５％が製造に関する費用であり、１０億ドル以上の売上を持つ薬剤の製造を行えば、製造側には２～２．５億ドルの収
入が期待できる。また英国 Celtech社（UCB Pharmaにごく最近買収された）の所有する抗体製造方法に関する BOSS
特許は同社に２００２年５，０００万ポンドのライセンス収入をもたらした。
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東証一部上場医薬専業３１社１）の平成１５年度連結

決算の集計値を表１にまとめた。総じて、売上高

は全体で減少したものの、収益性が改善し利益が

伸長した年であったといえる。

当期（平成１５年度）の決算における特徴的な点

は、海外売上高の拡大、研究開発への重点投資、

積極的な事業再構築の３点にあり、ここに焦点を

あて、過去との比較や他製造業と比較しながら見

てみる。

海外売上の拡大で国内売上減少をカバー

当期の売上高は前期比０．４％の減収となったが、

これを国内・海外に分けてみると、国内売上は

３．０％の減収であったのに対し、海外売上は７．６％

の増収であった。国内売上が減少し、海外売上の

伸びに依存している状況であった。

海外売上に依存している構図は数期前から続い

ている。表２に売上高に占める海外売上高比率の

推移を示したが、当期は３１社で２６．６％となり、３

期前にあたる平成１２年度と比較して大幅に伸長し

ていることがわかる。特に上位１４社では、平成１２

年度に２０％を超え、その後わずか４年で３０％を超

医薬産業政策研究所 主任研究員 山本光昭

H１２年度 H１３年度 H１４年度 H１５年度

３１社合計（％） １８．６ ２２．３ ２４．６ ２６．６

上位１４社（％） ２１．７ ２５．７ ２８．３ ３０．４

ほか１７社（％） ２．８ ３．８ ３．９ ４．１

H１４年度 H１５年度 増 減 H１６年度（見込） 増 減

金 額 売上比 金 額 売上比 額 率 金 額 売上比 額 率

億円 ％ 億円 ％ 億円 ％ 億円 ％ 億円 ％

売上高 ５９，６４３ １００．０ ５９，４０９ １００．０ △２３３ △０．４ ５９，７９７ １００．０ ＋３８７ ＋０．７

（国内） ４４，９７７ ７５．４ ４３，６２８ ７３．４ △１，３４８ △３．０

（海外） １４，６６６ ２４．６ １５，７８１ ２６．６ ＋１，１１５ ＋７．６

営業利益 １０，５４６ １７．７ １１，２５３ １８．９ ＋７０６ ＋６．７

経常利益 １１，４６６ １９．２ １１，９７８ ２０．２ ＋５１２ ＋４．５ １１，９７３ ２０．０ △５ △０．０

当期利益 ５，７９８ ９．７ ７，１６４ １２．１ ＋１，３６６ ＋２３．６ ７，３９７ １２．４ ＋２３２ ＋３．２

研究開発費 ７，８６３ １３．２ ８，１６１ １３．７ ＋２９７ ＋３．８

Topics

平成１５年度決算における３つの特徴

表２ 海外売上高比率の推移（連結）２）

表１ 平成１５年度３１社決算の概況と平成１６年度の見込（連結）２）

１）対象３１社は、武田、三共、山之内、エーザイ、藤沢、第一、大正、三菱ウェルファーマ、中外、テルモ、塩野義、田辺、大日本、小野、
参天、ツムラ、久光、科研、エスエス、杏林、持田、キッセイ、ゼリア新薬、日本新薬、日研化学、鳥居、扶桑、帝国臓器、日本ケミファ、
富山化学、わかもとである。また、上位１４社は売上高１千億以上の企業で小野まで、ほか１７社は売上高１千億円未満の企業で
参天以降の企業を集計している。なお、日研と鳥居は単体決算を用いている。

２）出所は全て各社決算短信、付属資料ならびに日本製薬工業協会聞き取り調査に基づく。
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表３ 主な国際展開製品の海外売上高（連結）２）

企業名 製品名 H１４年度 H１５年度 増減額

武 田 リュープリン ４９９ ５２２ ＋２３

タケプロン ９９３ １，１３８ ＋１４５

ブロプレス ３５２ ４８６ ＋１３４

アクトス １，４５７ １，６６０ ＋２０３

三 共 メバロチン４） ６５８ ９８３ ＋３２５

山 之 内 ハルナール ６６７ ７５６ ＋８９

ガスター ６６ ５６ －１０

エーザイ アリセプト ９３４ １，１３２ ＋１９８

パリエット １，１１６ １，１４４ ＋２８

藤 沢 プログラフ ８１７ ９５６ ＋１３９

第 一 クラビット ２５５ ２０７ －４８

１１製品計（億円） ７，８１４ ９，０４０ ＋１，２２６

３１社海外売上（億円） １４，６６６ １５，７８１ ＋１，１１５

１１製品の割合（％） ５３．３％ ５７．３％ －

えたことになる。この要因としては、世界に通用

する国際展開製品の上市とブロックバスター化が

進んでいることが考えられる。

表３に主な国際展開製品１１製品３）の平成１４、１５

年度の海外売上高を示したが、当期は前期と比較

し１，２２６億円増加し、３１社の海外売上に占める比率

も、５３．３％から５７．３％に上昇している。また、１１

製品の海外売上増加額が３１社の増加額を上回って

いることから、海外売上の伸びが一部企業の国際

展開製品に支えられていることが指摘できる。

他製造業と遜色ない海外売上高比率

３１社の海外売上が順調に拡大している中で、他

製造業と比較するとどうなのであろうか。

表４に海外売上高比率が２０％以上の製薬企業７

社ならびに他製造業の主要企業の海外売上高比率

を比較した。製薬企業は、かつては国内依存型産

業というイメージが強かったが、ここに示した７

社については、他製造業の主要企業と比較しても

決して遜色のない海外売上高比率になってきてい

ることがわかる。

高まる研究開発費比率

当期の研究開発費は、３１社で前期比３．８％増の

８，１６１億円、対売上高比率も１３．７％にまで高まっ

た。表５に研究開発費比率の推移を示したが、海

外売上高比率と同様に、平成１２年度と比較して比

率が上昇傾向にあることがわかる。

また、平成１５年度税制改正において、「試験研究

費の総額に係る特別税額控除制度５）」が創設さ

れ、研究開発に対する減税が強化された。研究開

発費比率が他産業に比べ際立って高い製薬産業に

とって、享受できるメリットは非常に大きい。

研究開発への重点的かつ継続的な投資は、新薬

を創出していくためには必要不可欠である。この

製薬企業 比率（％）

エーザイ ５２．４

藤沢 ４８．６

武田 ４２．５

山之内 ３８．４

テルモ ３７．３

三共 ３５．１

第一 ２０．５

他製造業 比率（％）

ホンダ、キヤノン、
ソニー、日産、ブリ
ヂストン、トヨタ

６０％以上

松下 ５３．５

富士フィルム ４７．８

東芝 ３９．１

三菱重工業 ３７．６

日立 ３４．５

富士通 ２９．１

花王 ２６．９

新日鉄 ２５．５

NEC ２４．０

三菱化学 ２２．８

H１２年度 H１３年度 H１４年度 H１５年度

３１社合計（％） １１．５ １２．２ １３．２ １３．７

上位１４社（％） １１．９ １２．６ １３．７ １４．３

ほか１７社（％） ９．６ １０．０ １０．３ １０．５

表４ 平成１５年度海外売上高比率の比較（連結）２）

表５ 研究開発費比率の推移（連結）２）

３）２００３年度世界で８億ドル以上売上のある日本オリジン１３製品（ファルマ・フューチャー ２００４年６月３０日号）のうち、
３１社の製品でデータが公表されている１１製品。

４）メバロチンは単体の輸出データを使用。
５）平成１５年度税制改正において、以前の研究開発費の増加分を対象とした減税制度が大幅に見直しされ創設された。当期
における試験研究費の総額に対して、試験研究費割合が１０％を超えた場合は総額の１０％、１０％未満の場合は８％の税額
控除が恒久措置として認めれた。さらに、平成１５年度から３年間は時限措置としてプラス２％認められ、３年間は１０～
１２％となる。但し、法人税額の２０％が上限となる。
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新制度導入により投資への環境がさらに整ったこ

とから、今後も研究開発への投資はますます進む

ものと推測される。

積極的に進められる事業再構築

表６は当期の決算への影響が大きかったと見ら

れる事業再構築に関係する事項をまとめたもので

ある。注目される点は、前期に引き続き各企業の

経営方針／戦略の下、医薬品事業に、その中でも特

に医療用医薬品事業に事業領域を集中してきてい

ることである。

今後も、本年１０月には山之内と藤沢による OTC

事業の共同出資会社設立、平成１７年４月には山之

内と藤沢の合併、エスエスの医療用医薬品事業の

久光への譲渡が予定されている。また、平成１７年

４月施行の改正薬事法を見据えた工場の分社化を

予定している企業もある。事業再構築は引き続き

積極的に進められることが予想されることから、

決算数値上にもその影響が表れてくるものと推測

される。

以上、当期の決算における３つの特徴について

まとめてみたが、結果として各社の業績にバラツ

キがみられ、これまでも見られた業績格差の拡

大６）はさらに進んでいるといえる。国内の市場が

伸びない状況の下で、業績は世界に通用する新薬

の開発・上市と海外展開の状況によって、今後も

大きく左右されるものと予測される。

区 分 企 業 対象事業

譲渡、撤退 武田 清水の製品販売
農薬事業

エーザイ 動物薬事業

藤沢 化成品事業

三菱ウェルファーマ OTC事業
健康食品事業
米国血漿分画事業

塩野義 卸売事業
工業薬品事業

田辺 動物薬事業
フードケミカル事業

分社化 武田 生活環境事業

三共 農薬事業
特品事業

清算 参天 米国子会社

譲受 大日本 動物薬事業

販社の統合
設立

大正、富山化学 医療用医薬品事業

表６ 平成１５年度決算に影響が見られた主な事業
再構築２）

６）医薬産業政策研究所「財務データからみた製薬企業の１０年」リサーチペーパー No．１３ ２００３
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研究紹
介

研研究究紹紹
介介

強制加入を伴う公的医療保険制度は、傷病の発

生のリスクを軽減させるという保険としての機能

だけでなく、低所得層やハイリスク層（高齢者等

の病気を発症する確率の高い層）の医療費自己負

担を軽減させることにより医療アクセスの公平を

図るという機能を有すると考えられる。本研究の

目的は、公的医療保険の存在が医療アクセスの公

平性にどのような影響を与えるかということを明

らかにすることである。

医療アクセスの公平性とは

本研究では医療アクセスの公平性を次のように

定義する。

�患者の医療費自己負担が低いほど医療アクセス
が公平である。

低所得者は高所得者と比較して所得に占める貯

蓄や奢侈的財に対する支出の割合が少ないため、

同額の医療費支出であっても高所得者より負担が

厳しいと考えられる。それゆえ、患者の医療費自

己負担が低いほど医療へのアクセスが公平だと考

える。

�医療費自己負担の逆進性が低いほど医療アクセ
スが公平である。

所得に占める医療費支出の比率が低所得者の方

が高所得者より高い場合を、医療費負担が逆進性

をもつという。医療費負担の逆進性が大きいとい

うことは、低所得者は高所得者より所得に占める

医療費負担が大きいわけであるから医療アクセス

が不平等だと考える。

１．公的医療保険制度が医療費水準に及ぼす２つ

の効果

本研究のデータベースとした「OECD Health

Data」には患者自己負担額を明記した国が極めて

少ないというデータ制約を考慮して、患者の医療

費自己負担額ではなく国民医療費を用い、これが

少ないほどアクセスが公平だととらえて公的医療

保険が国民医療費に与える影響を分析した。

公的医療保険が医療費水準に及ぼす影響とし

て、次に示すように医療費水準を上昇させる効果

と低下させるという対立する効果が考えられる。

［効果１］：公的医療保険は医療費の水準を上昇

医療費支払いに公的医療保険が介在することに

より、医療需要量と医療費負担との関連が希薄と

なり、その結果、いわゆるモラルハザードにより

医療需要を増加させ、医療費水準を上昇させる効

果をもつ。

［効果２］：公的医療保険は医療費の水準を低下

公的医療保険は国やそれに準ずる主体が保険者

となるため、その独占力を背景に医療における公

定価格を制御しやすい。また、支払い方式を出来

高払いから包括支払いへと変更して医療需要量を

制御することも比較的容易である。

これらのどちらの効果が強く働くかを実証する

のが本研究の第一の課題である。

学習院大学経済学部 教授 遠藤 久夫
医薬産業政策研究所 主任研究員 藤原 尚也

公的医療保険制度が「医療アクセスの公平性」に及ぼす影響
－パネル分析とカクワニ指数を用いた分析－
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分析方法

国民医療費の対 GDP比について、�国民医療費
に占める私的な支払額（患者自己負担や私的保険

からの支払い等の合計）の比率、�高齢化率（全
人口に占める６５歳以上人口の比率）、�人口、の３
つを説明変数として回帰分析を行う。対象国はア

メリカ、イギリス、フランス、ドイツ、日本、カ

ナダ、デンマーク、オランダ、スウェーデン、ス

イス、オーストラリア、ニュージーランド、イタ

リアの１３カ国であり、推計期間は１９７３－２０００年で

ある（「OECD Health Data」の１９９９、２００１、２００３を

使用）。

推計方法

推計式は以下の通りである。

ln（（総保健医療支出／GDP）it）＝α＋β１・ln（（私的

支出／総保健医療支出）it）＋β２・ln（（６５歳以上人

口／総人口）it）＋β３・ln（人口 it）

i：国 t：年

�全データをプールした OLS（最小二乗法）

�国ごとのデータとして各国の計測期間の平均値
を用いた OLS（最小二乗法）

�固定効果モデル

推計結果

表１に示した通り、分析��では、どちらも私
的支出／総保健医療支出の係数（β１）は有意に正

値を示した。この結果から［効果２］が強く働い

たことが推定される。

しかしながら、総保健医療支出／GDPの水準に

影響を与えているが外部から観察されない各国に

固有の要因が存在している場合、先のクロスセク

ション分析の結果は必ずしも信頼できない。例え

ば、診療報酬の支払い方式、疾病構造、医療提供

体制などは医療費に影響を及ぼすが、この観察さ

れない各国固有の特徴があることを考慮する必要

がある。

Hausmanテストの結果、本研究で扱うパネル

データでは固定効果モデルが選択され、GDPに占

める総保健医療支出の比率に影響を及ぼす各国固

有の要因があることが示唆された。

分析③の結果も β１が有意に正値をとり、医療

費の支払いに公的介入が大きいと総保健医療支出

の対 GDP比が低いことが示された。

２．公的医療保険が医療費自己負担の逆進性に及

ぼす影響

医療需要と所得との関係は、�医療サービスは
必需性が高く所得弾力性が低い、�低所得者の方
が医療ニーズが高い、という２つの理由で負の相

関があることが知られている１）。したがって、医

療保険が存在しない場合の医療費自己負担はかな

り逆進性が高いと考えられる。一般に公的医療保

険の存在は医療費負担の逆進性を低下させる傾向

があると考えられるが、この点について実証した。

逆進性の指標としては、カクワニ指数を採用し

た。この指数は、医療費支出のバラツキ度合と所

得格差の度合の差で表され、正であれば累進的、

負であれば逆進的となり、負値でその絶対値が大

きいほどより逆進的だといえる。

分析方法

家計調査が入手可能な国を対象に、医療費自己

負担のカクワニ指数と私的支出／総保健医療支出

の値との相関関係を明らかにする。医療費支払い

に公的医療保険の介入が大きいほど逆進性が低下

すると仮定すると、相関係数が負値をとれば公的

医療保険の存在が自己負担の逆進性を低下させる

ことを意味する２）。

家計データから医療費自己負担のカクワニ指数

を計測できたのは日本（A）、アメリカ（B）、イギ

リス（C）、フランス（D）、カナダ（E）、スウェー

分析� 分析� 分析�

β１ ０．２７９２８７＊＊＊ ０．３２９４１９＊＊ ０．０７２２１６＊＊＊

β２ ０．５８８７７８＊＊＊ ０．６０７５０６＊＊ ０．４１１７２５＊＊＊

β３ －０．０２２５３２＊＊＊ －０．０３１２０７ ０．７７００４２＊＊＊

調整済み
R２乗

０．４４７５３１ ０．３６３４７５ ０．８２２０１３

選択された
モデル

固定効果モデル

表１ 推計結果

＊＊＊１％有意水準 ＊＊５％有意水準
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デン（F）、オランダ（G）、ドイツ（H）、オースト

ラリア（I）の９カ国である。

分析結果

各国のカクワニ指数を私的支出／総保健医療支

出に対して図示したものが図１である。

相関係数を９カ国で計算すると、－０．３５８と負値

をとるが有意ではない。しかし、９カ国のうち、

ドイツは高所得者は公的医療保険から脱退するこ

とが可能である。また、オランダは公的医療保険

に加入できるのは一定の所得水準以下であり、高

所得者は加入できない。したがってこの２国では、

多くの高所得者は私的保険に任意で加入すること

になるが、未加入の人もいるため所得の高い層の

医療費自己負担は高くなる傾向がある。事実、こ

の２国のみが医療費自己負担は累進性をもってい

る。

このような要因を考慮して、ドイツとオランダ

を除いた場合の相関係数を算出すると、－０．８１６と

なり５％水準で有意であった。この結果から、公

的医療保険が医療費自己負担の逆進性を弱めて医

療アクセスの公平化を図るという仮説は支持され

たといえる。

まとめ

公的医療保険制度の存在は、医療費の対 GDP

比を引き下げる効果があることが示された。また、

高所得者が公的医療保険に加入しなくてもよい、

もしくは加入できないドイツとオランダを除く７

カ国では、公的医療保険の存在が医療費負担の逆

進性を低下させ、低所得者の医療アクセスを容易

にしていることが明らかになった。このように実

証分析の結果から、公的医療保険の存在が医療ア

クセスを公平化させることが明らかになった。

１）遠藤・駒村（１９９９）は医療需要と所得とに負の相関が

あることを確認した。

遠藤久夫、駒村康平「公的医療保険と高齢者の医療アク

セスの公平性」季刊社会保障研究 Vol．３５，No．２，

１４１‐４８，１９９９

２）Wagstaff et al（１９９２）（１９９９）はカクワニ指数を欧米諸

国の医療費負担の分析に応用した。日本の医療費負担を

カクワニ指数で分析したものに遠藤・篠崎（２００３）があ

る。

Wagstaff，Adam et al．，“Equity in the Finance of Health

Care：Some International Comparisons”， Journal of

Health Economics，Vol．１１，３６１‐８７，１９９２

Wagstaff，Adam et al．，“Equity in the Finance of Health

Care：Some Further International Comparisons”，Journal

of Health Economics，Vol．１８，２６３‐９０，１９９９

遠藤久夫、篠崎武久「患者自己負担と医療アクセスの公

平性－支出比率とカクワニ指数から見た患者自己負担

の実態－」季刊社会保障研究 Vol．３９，No．２，１４４‐５４，

２００３

本研究の詳細については、リサーチペーパー

No．２１「公的医療保険制度が『医療アクセスの公平

性』に及ぼす影響－パネル分析とカクワニ指数を

用いた分析－」（学習院大学・遠藤久夫、医薬産業

政策研究所・藤原尚也、櫛貴仁）として発表する

予定である。

図１ カクワニ指数と私的支出／総保健医療
支出の散布図
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主な活動状況（２００４年２月～２００４年６月）

政 策 研 だ よ り

２月 ２４日 リサーチペーパーシリーズ
No．１５発行

「Research Productivity in the Japanese Pharma-
ceutical Industry」
岡田主席研究員、河原主任研究員＊

２４日 リサーチペーパーシリーズ
No．１６発行

「政府出資事業と共同研究開発」
岡田主席研究員、櫛主任研究員

３月 ２２日 政策研ニュース No．１３発行

３０日 意見交換会 「薬剤給付と包括化」
産業医科大学医学部公衆衛生学 教授
松田晋哉先生

４月 ２７日 意見交換会 「公定価格市場における国際価格戦略と償還
制度」
サイモン・クチャー＆パートナーズ 社長
エカード・クチャー氏

５月 １０日 第６回「国家戦略としての社
会保障と医療」研究会

「小泉政権の医療改革の中間報告 －抜本改
革から部分改革へ－」
ゲスト：二木立氏（日本福祉大学教授 社会
福祉学部長）

２０日 リサーチペーパーシリーズ
No．１７発行

「意識調査に基づく医療消費者のエンパワー
メントのあり方」
藤原主任研究員、野林主任研究員

３１日 リサーチペーパーシリーズ
No．１８発行

「治験参加患者を対象とした意識調査」
聖マリアンナ医科大学 小林教授、医薬産業
政策研究所 小野塚主任研究員、安積主任研
究員 他

３１日 リサーチペーパーシリーズ
No．１９発行

「医薬品の価格算定と薬剤経済学」
慶應義塾大学医学部 池田専任講師、医薬産
業政策研究所 小野塚主任研究員

６月 １日 講演 「治験参加患者を対象とした意識調査」
安積主任研究員、小野塚主任研究員
（メディアフォーラム（東京）にて）

９日 講演 「治験参加患者を対象とした意識調査」
小野塚主任研究員
「意識調査に基づく医療消費者のエンパワー
メントのあり方」
藤原主任研究員
（メディアフォーラム（大阪）にて）

１０日 意見交換会 「疾患別年間医療費の推定」
東京大学大学院薬学系研究科博士課程
菊田健太郎氏

２１日 意見交換会 「医療情報をめぐる最近の話題」
名古屋大学医学部附属病院医療管理情報学
教授 山内一信先生

２３日 講演 「新薬開発における生産性と今後の課題 －
国内と海外を比較して－」
川上主任研究員（日本 CRO協会月例会にて）

＊は前主任研究員
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レポート・論文紹介（２００４年２月～）

・Research Productivity in the Japanese Pharmaceutical Industry

－Economies of Scale，Economies of Scope and Spillovers－（リサーチペーパー・シリーズ No．１５）
医薬産業政策研究所 主席研究員 岡田羊祐
医薬産業政策研究所 主任研究員 河原朗博＊
２００４年２月

・政府出資事業と共同研究開発
－医薬品機構出資事業のケーススタディ－（リサーチペーパー・シリーズ No．１６）
医薬産業政策研究所 主席研究員 岡田羊祐
医薬産業政策研究所 主任研究員 櫛 貴仁
２００４年２月

・意識調査に基づく医療消費者のエンパワーメントのあり方（リサーチペーパー・シリーズ No．１７）
医薬産業政策研究所 主任研究員 藤原尚也
医薬産業政策研究所 主任研究員 野林晴彦
２００４年５月

・治験参加患者を対象とした意識調査（リサーチペーパー・シリーズ No．１８）
聖マリアンナ医科大学 薬理学教授 治験管理室室長 小林真一
医薬産業政策研究所 主任研究員 小野塚修二
医薬産業政策研究所 主任研究員 安積織衛 他
２００４年５月

・医薬品の価格算定と薬剤経済学－応用への道筋－（リサーチペーパー・シリーズ No．１９）
慶應義塾大学医学部 医療政策・管理学教室 専任講師 池田俊也
医薬産業政策研究所 主任研究員 小野塚修二
２００４年５月

・医薬品の価値（仮題）（リサーチペーパー・シリーズ No．２０）
医薬産業政策研究所
２００４年７月（予定）

・公的医療保険制度が「医療アクセスの公平性」に及ぼす影響
－パネル分析とカクワニ指数を用いた分析－（リサーチペーパー・シリーズ No．２１）
学習院大学経済学部 教授 遠藤久夫
医薬産業政策研究所 主任研究員 藤原尚也
医薬産業政策研究所 主任研究員 櫛 貴仁
２００４年７月（予定）

＊は前主任研究員
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O P I R メ ン バ ー 紹 介

OPIRに新メンバーが加わりましたので、以下

に紹介します。

�名前 �出身大学（大学院） �所属
�現在進行中のプロジェクト・興味のある
テーマ �抱負

�����

〈２００４年４月より〉

� 筱岡清秀（しのおかきよひで）（統括研究員）

� 東京大学工学系研究科合成化学科修士課程修

了

� 藤沢薬品工業�
� 統括研究員という一見厳めしく、どこか尊大

な役職名をいただきました。研究テーマを直

接担当するわけではありませんが、どの分野

のテーマについても客観的なデータ分析に基

づいた研究が進められるように基盤整備に尽

力したいと思います。一番興味があるテーマ

は、「社会的厚生と調和した競争政策のあり

方」です。

� 私は１０年近く製剤研究（DDSの設計や開発候

補品の基礎評価等）に従事した後、労働組合

の専従役員を１０年程経験し、会社に復職後は

２年程業界活動を担当しておりました。いろ

いろな分野のことに広くアンテナを張っては

おりますが、特にこれといったスペシャリテ

ィがないので、果たして十分な貢献ができる

か不安なところはあります。

研究活動の中心である主任研究員がより活

発に質の高い研究を推進し、より開かれた研

究所になるように「着眼大局 着手小局」で

尽力したいと思います。皆様からも政策研に

対していろいろなご意見をいただければと思

います。

今回は、患者の意識・行動に関する研究から、既報告の内容に別角度からの考察を加えて２報、

さらに現在進行中のテーマからトピックス（３報）と研究紹介（１報）を掲載しました。

さて、この５月に「新産業創造戦略」（経済産業省）が公表されました。これまでの重点４分野

（IT、バイオ、ナノ、環境）といった技術の視点からでなく、出口（消費者側）から社会ニーズを

捉えて重点７分野として再編成されています。この中で医薬品は、社会ニーズの広がりに対応し

た「健康・福祉・機器・サービス」分野で取り上げられています。医療や医薬品への国民の期待

の大きさを考えた時、こういう視点は大切です。ただ産業政策の中で、革新的な新薬を継続的に

生み出すことにつながる先端的な研究、技術の基盤整備と質の向上の視点が弱くなってはいけな

いと思います。我々の産業は製品化されない埋もれた種が豊富にあるというよりは、まず先端的

な分野で新しい種を見つけ出す、溢れ出すくらいの「知の泉」を創る段階にあると思います。

（統括研究員 筱岡清秀）

編 集 後 記
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